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人
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条例定数

公明２人，共産１人，無所属１９人

①沿革

＜概要＞

退職手当　消防賞じゅつ金　交通共済　消
防災害補償　非常勤公務災害　市町村会
館管理　滞納処分等　し尿　消防　地域交
流センター　総合運動公園　ごみ　共同研
修　防災センター　障害者支援施設　養護
老人ホーム　特殊湛水防除　ごみ処理施設
等の周辺環境整備　葬斎場

〈 住所 〉

常総市（じょうそうし）
一部事務組合加入事業

近郊整備（一部区域）

0297-23-2111

公営企業〒市章

〈e-mail〉

法適用（上水）
法非適用（公共下水　特
定公共下水　農業集落
排水）

地域指定

常総市水海道諏訪町3222番地3
〈 ＴＥＬ 〉

http://www.city.joso.lg.jp

類型

gyousei@city.joso.lg.jp

082112

303-8501

0297-23-2162
〈 Ｈ Ｐ 〉

123.64面積

就任回数
神達　岳志

ｋ㎡

＜行政組織＞

任 期かんだつ　たけし

副市長

②地勢・風土等②議会（令和元年5月16日現在）

③人口・世帯数

〈 ＦＡＸ 〉

倉持　守 副議長

現議員数

小林　剛

1 期目

①長等（令和元年5月1日現在）

令和2年8月2日
昭和29年7月10日　編入（市制施行）　
豊岡村 菅原村 大花羽村 三妻村 五箇村 大生村 坂手村
昭和30年3月31日　編入　真瀬村の一部
昭和30年3月31日　境界変更
昭和31年4月  1日　編入　内守谷村　菅生村
平成18年1月　1日　編入（名称変更）　石下町藤島　忠夫

50 歳）

　首都55ｋm圏に位置し，市の中心を鬼怒川が流れ，南西部に
は首都圏近郊緑地保全区域及び茨城県自然環境保全地域に
指定されている菅生沼がある。豊かな水辺と肥沃な大地に恵
まれている。
　つくばエクスプレスの開業，首都圏中央連絡自動車道の開
通により，交通アクセスが向上した。
　本市では，「みんなでつくる　しあわせのまち　じょうそう　～
あの人がいるから　❤　このまちがすき～」を将来の都市像に
掲げ，まちづくりを進めている。

③職員数（平成３０年４月１日現在）

米，茶，日本酒，煎餅，だんご，乾めん，みそ，千石きゅうり，
ズッキーニ

114,321

従業者数

従業者数

3,826

（H27.1.1～12.31）

④特産物

270

就業人口（平成２７年国調）

584

140,435

4,881第１次

区分

年間販売額 

11,992 398,460

（H27.1.1～12.31）
事業所数

％

（平成２８年６月１日）

37.4

総額・総数 289,223

32,449

32,871

61,483

⑤老齢人口割合

21,451

29,973

農家数

計

（平成２８年６月１日）

（平成２７年２月１日）

1.7 ％％ 1,608

％

5.8

第３次 49.1141,910 56.8

1,830

2,976

15,792

48.6

－

②産業構造

①生産・所得（平成２７年度）

第２次

億円

老齢人口割合

百円 97.2 国勢調査

男

合計

97.2

事業所数

うち専業農家戸数

352 2,6092,990

農業就業人口

（人・百万円）

－

％28.4

総生産額（平成２７年度）

千円

(百万円・人）

10,396

④有権者数（平成３１年３月１日現在）

29,938

製造品出荷額等

③農業・工業・商業

地域手当
補正後

ラス指数

人
口

＜産業・経済＞

世帯数
＜市長＞－＜副市長＞
　　　　　　　　　アグリサイエンスバレー推進チーム
市長公室　 －秘書課，市民と共に考える課，防災危機管理課

総務部　　　－総務課，財政課，資産管理課

市民生活部－市民課，税務課，暮らしの窓口課，人権推進課

保健福祉部－(福祉事務所)－社会福祉課，幸せ長寿課，こども課

                    健康保険課，保健推進課

産業振興部－農政課，商工観光課，生活環境課

都市建設部－都市計画課，道路課，下水道課，水道課

会計　　　　－会計課

＜議会＞
議会事務局

＜教育委員会＞
事務局　　　－学校教育課，生涯学習課，スポーツ振興課，指導課，
　　　　　　　　　学校給食センター，図書館

　　
　　
　　
＜行政委員会＞
農業委員会事務局
選挙管理委員会事務局
監査委員事務局
固定資産評価審査委員会事務局
公平委員会事務局

農業

製造業

卸・小売業

％

529

平成28年4月1日

519

65,320
④機構図（平成３１年４月１日現在）

516

女

女

50,091
有権者数

24,947

20,600

全職員数
の  推  移

20,685

25,144

33,438

66,536

30,692

30,791

59,995

30,022

（平成３１年４月１日）平成１７年

20,367

（Ｈ３1.1.1住基人口）

平成２７年

％

男

議　　　　長

22

常住人口2,995

市町村内
総生産 2,892 億円

住民所得

人口1人当り住民所得

法人番号 6000020082112



包括施設管理業
務導入事業

H29
～
R2

＜主要課題＞　
 ・充実した市民生活の実現に向けたまちづくり
 ・圏央道を活かしたまちづくり
 ・防災先進都市を目指したまちづくり
＜特色ある行政＞
 ・広報等多言語変換情報発信事業
 ・わくわく常総生活実現事業費補助金
 ・高齢者見守りサポート事業
 ・あすなろの里施設耐震診断事業
 ・創業支援ビジネスプランコンテスト 
 ・全国女性操法大会出場経費
 ・防災士育成事業費補助金
 ・児童の自主的学習をサポートする土曜日補習教室「ほっとサタデー」
 ・夜間中学準備経費
 ・国民体育大会開催事業

道路改良率 34.6 ％

内　　　容

管理運営計画を策定し，指定管理候補
者を募集する。

災害時の指定避難所となっている石下
総合体育館にエアコンを設置する。

子育て支援の情報を市内外に広くPRす
るため，子育てサイトを構築する。

若年夫婦世帯や多世代同居・近居世帯
による住宅取得や改修を支援し，定住
促進・転出抑制を図る。

施設維持管理業務を民間へ一括発注
する。（H31は，対象施設の絞り込みと
契約のみ）

②今後の主要課題・特色ある行政等

道路舗装率 68.2 ％

園

＜主要施策等＞

道の駅整備事業

名　　称

75.3

92.0

限度額
692

いきいき住マイル
支援補助事業

②主な歳入・歳出（平成２９年度）

△ 17.8

単年度収支

2.7

992,792

実質単年度収支

764,927 △ 242,663

1,269,328

1,026,198

765,235

＜財政状況＞

歳　　入

形式収支

歳　　出

1,282,207

（

783,535

（千円・％）①決算収支

区分 平成２８年度決算

△ 17.628,075,518

29,344,846 24,131,114

23,138,322

増減率平成２９年度決算

④市町村税の状況（平成２９年度）

38.5

（

2,989,808

地方税 6.7

-

市町村税合計
（国保除く）

（百万円・％）

△ 17.8△ 5,214

580

増減率

△ 122,659

増減額

-

-

－

-

構成比

12.3

歳　　　入

5,776

2,004

実質収支

その他

決算額区　　分

2,957 △ 915

4.7 150

17.0

うち臨財債

△ 1,814地方債

その他の経費

連結実質赤字比率

扶助費

公債費

普通建設事業費

うち繰出金 2,856

投資的経費

△ 23.6

11保育所 ※１△ 47.5

5

認定こども園 ※１

△ 1532うち繰入金

△ 4,938

4,093

※１は平成３０年度

48.0

315.4

1図書館△ 35.4

1,124

8.3

107

24,131

国庫支出金

4,462,708

児童館

義務的経費

うち単独

％

％

）13.4

6

校

小学校 ※１

47.9

園幼稚園 ※１

市町村民税・法人
（構成比）

中学校 ※１

固定資産税
（構成比）

34

37

9,607,934

病院・一般診療所

3

[96.2]

97.0

＜公共施設整備状況＞（平成２９年度）

）

4,599,714

（ ( [95.6]

プ－ル校

か所

14

か所

か所

96.8

）

老人福祉施設

9,301,274

か所

か所

2

6.1

1
（H31）

△ 17.6

△ 9.5

1.4

（百万円）

公民館等

体育館

石下総合体育館
空調設備設置工
事

△ 0.7

R1

3.0
①主要施策実施状況

期間

205
（H31）

△ 37.3

△ 1,028

- ％

△ 104

(12.78 )

15.5

79

101

3,582

20.1

2,347

893

4,642

△ 25

うち補助

2,741

人件費

③主要指標（平成２９年度）

※２　県平均のうち実質公債費率及び将来負担比率は加重平均，それ以外は単純平均

H30
～

地方債現在高（A) 百万円

百万円

※１　（　）は早期健全化基準，[  ]は県平均値

1,410

9,826

2,327

積立金現在高（C)

百万円

％

[5,537]

標準財政規模（平成３０年度）

子育てサイト構築
事業

R1
～

△ 47.5

155

地方交付税

10,965

23,138 －

0.1

23.9

47.4

9,301

△ 3,172

歳　　　出

[23,361]

[0.702]

[90.3]

[7,450]

[15,229]

％

実質公債費比率 9.4

百万円

[6.8]

31,987

1,994

5,041

28,940

百万円

[25,274]

0.732

債務負担行為支出予定額（B)

財政力指数（平成３０年度）

経常収支比率

将来負担比率

15,112

将来にわたる財政負担（D=A＋B-C)

％

[37.0]

( 25.0 )

( 350.0 )

％

2.2

△ 84

△ 1,276

△ 1,385

・健全化判断基準

実質赤字比率

(17.78 )

10.1

12.3

95.1

）

）

2,844,796

(

汚水処理普及率

か所

か所

公営住宅 261 戸

12

上水道等普及率

か所

3

△ 31.9

89.9

（千円・％）

[96.0]

99.7

[98.6]

区分

(

収入額

13.8

調定額

30.6

徴収率
[  ]は県平均値

）

R1
～
R6

1,286,372

市町村民税・個人
（構成比）

-

・普通会計に関する主な指標

87.6

11.8

53
（H31）

概　 算
事業費

9
（H31）

42.5

31.1

△ 3.5

△ 63.4

△ 8.6

△ 4,065

3.9

10.1


